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• 関西は、万博を見据えて大阪府、兵庫県、和歌山県などをはじめ、次世代空モビリティの社会実装に向けた検討が進められて
いる。また、近畿経済産業局では、令和6年2月に管内の7 府県（福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山
県）と経済産業省次世代空モビリティ政策室をメンバーとした「関西eVTOL社会実装推進会議」を立ち上げ、関西が次世代
空モビリティの社会実装先行地域になることを目指した広域的な取組を開始したところである。 

• しかしながら、次世代空モビリティの社会実装には機体開発や運航に関する法整備はもとより、ルート設定、離着陸場の整備、
社会受容性等、まだまだ解決すべき課題が多い状況である。本調査において、次世代空モビリティビジネスを広めていくた
めに必要な離着陸場の整備、ルートの発掘・設定に関する検討を行うとともに、今後の展望等を示し、民間事業者の発掘・連
携が進むことにより、関西における次世代空モビリティビジネスの発展・育成へと展開していきたい。 

背景
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調査概要

狙い

• 本調査事業を通じて、関西における次世代空モビリティビジネスに関する今後の展望等を示す。 
• 具体的には、関西で想定される府県を跨いだ広域的な運航ルートや離着陸場候補地を数多く示すことで、関西が次世代空
モビリティビジネスを行うのに魅力的な地域であることを民間事業者（運航事業者、離着陸場整備事業者、観光事業者等の
次世代空モビリティビジネスに関連する事業者）に発信するとともに、関西eVTOL社会実装推進会議を通じた官民のマッ
チングや個別検討の場を設定することで、今後の広域的なルートにおける次世代空モビリティビジネスの具体化に向けた
取組につなげていくことを目的とする。 

報告書該当ページ：P1
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調査の流れ

⚫ 需要調査では、府県毎の訪日外国人支出額や移動需要
等の状況を整理

⚫ 移動手段調査及び交通アクセス調査では、府県間の移
動時に利用される移動手段の状況や「空モビ」導入に
よるアクセス時間短縮の状況等を整理

⚫ 日本政府観光局や大阪・関西万博の旅行関連サイト等
より、訪日外国人が訪れる観光コンテンツが立地する
エリアを整理

導入段階 普及段階

⚫ 「高付加価値の観光コンテンツ」に「大阪・関西万博」で発
信されている「将来需要が伸びると想定される観光コン
テンツ」を加えたエリアの絞り込みを行い、現状のアクセ
ス性より離発着候補地（エリア）を選定

「空モビ」の導入・普及が段階的に実施されていくことを踏まえ、２段階で検討

運航ルート案の設定 ⚫ 各段階で選定したエリア区間を運航するルート案を設定

地域ポテンシャルの調査（机上調査）

各種調査 観光コンテンツの抽出

⚫ 富裕層訪日客等向けに発信されている「高付加価値の
観光コンテンツ」のエリアの絞り込みを行い、現在の需
要を踏まえ、現状のアクセス性より離発着候補地（エリ
ア）を選定

事業者ヒアリング調査を踏まえた運行ルートの設定

事業者ヒアリングで確認できた離発着地点・運行ルート候補⇒「早期実現性の可能性が高い」地点・ルートと位置づけ

⚫ 机上調査と事業者ヒアリング結果が重なる離発着エリア・ルートを抽出
⚫ バーティポートの整備実現性や航続距離の観点からルートを設定

運航ルートの設定

• 運航ルート設定に当たり、社会実装の初期段階とし高付加価値旅行者の観光をユースケースとした候補地選定・ルート設定を実
施。

• 初めに、観光の地域ポテンシャルを机上調査（需要、交通アクセス性、府県動向、旅行関連サイト等）によって抽出し、その結果か
ら離着陸場候補地案や運航ルート案を仮設定。

• その後、事業者ヒアリングを行い、机上調査と事業者ヒアリングの結果が重なるエリア・ルートを抽出し、離着陸場の整備実現性
や航続距離等の観点から最終的に運航ルートを設定。

報告書該当ページ：P25
運航ルート設定フロー



• 関西における次世代空モビリティビジネスへの参入可能性や、関西の観光ルートのニーズ等を把握することを目的として、計
20事業者にヒアリングを実施。

• ヒアリングで発言のあった離発着地点やルートについては、以下のとおり。
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事業者ヒアリングにおける離発着場・ルート

事業者発言ルート
（大阪府関連以外）

和歌山

神戸

豊岡

城崎

但馬空港

竹田城

姫路城

瀬戸内

伊勢志摩
淡路島

吉野

福井

伊根

大阪

神戸
空港

京都

凡例：発言事業者数

１事業者

２事業者

天橋立

平田飛行場

京阪神結節点

明石大橋

北近畿周遊

大阪国際空港

和歌山県沿岸部
熊野古道上

※ 以外の同色のルートは周遊ルートを示す
※遊覧飛行に関する発言については除外
※（ ）内は発言事業者数を示す

彦根港

竹生島

大津

奈良

伊吹山（山頂往復）

滋賀県内周遊

京都・奈良・和歌山周遊

神戸空港→三宮
→ポートタワー

（2）

事業者発言離発着地点

大阪      

関西国際空港

和歌山

神戸

豊岡

城崎

但馬空港

竹田城

姫路城

瀬戸内

三重

鈴鹿

伊勢志摩

滋賀
中部国際空港

琵琶湖上

淡路島

奈良

湖西

吉野

高野山

仁徳天皇陵
古市古墳群

宇陀

白髭神社

朝賀島

永平寺福井

洞川温泉

夕日ヶ浦

枚方大阪

八尾空港神戸空港

京都

凡例：発言事業者数

１事業者

２～５事業者

６～９事業者

10事業者以上

※「大阪」「京都」など、府県名と都市名の判別ができない地名は、便宜上府県庁所在地にカウントしている

鶉野飛行場

出雲

紀伊半島
那智勝浦

串本

白浜

熊野白浜
リゾート空港

熊野古道

直島

発言のあった離発着地点 発言のあったルート（大阪府関連以外） 発言のあったルート（大阪府関連）

報告書該当ページ：P26，27



• 机上調査結果と事業者ヒアリング結果を重なり合わせた結果、以下のエリア・ルートが一致する結果となった。
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机上調査結果とヒアリング結果を重ね合わせた結果

報告書該当ページ：P28

神戸

豊岡

城崎

但馬空港

姫路城

滋賀

那智勝浦

淡路島

串本

奈良

白浜

熊野白浜
リゾート空港

吉野

高野山

永平寺福井

洞川温泉

熊野古道

神戸空港

京都

鶉野飛行場

福井エリア

豊岡エリア

姫路エリア

神戸エリア

京都エリア

湖南エリア

奈良エリア

吉野エリア

高野山エリア

熊野・那智勝浦エリア

淡路エリア

机上調査と事業者ヒアリング結果が
重なるエリア・ルート

（大阪府以外）

発言事業者数

１事業者

２～５事業者

６～９事業者

10事業者以上

机上調査選定エリア

凡例：

導入段階選定エリア

普及段階選定エリア

高島

湖西エリア

伊根

天橋立
夕日ヶ浦

丹後エリア

和歌山

和歌山エリア

関西国際空港

和歌山

那智勝浦

淡路島

串本

白浜

熊野白浜
リゾート空港

高野山

熊野古道

大阪

八尾空港

机上調査と事業者ヒアリング結果が
重なるエリア・ルート

（大阪府関連）

大阪エリア

高野山エリア

熊野・那智勝浦エリア

淡路エリア

発言事業者数

１事業者

２～５事業者

６～９事業者

10事業者以上

机上調査選定エリア

凡例：

導入段階選定エリア

普及段階選定エリア

仁徳天皇陵
古市古墳群

枚方

堺エリア

机上調査と事業者ヒアリング結果が重なるエリア・ルート（大阪府以外） 机上調査と事業者ヒアリング結果が重なるエリア・ルート（大阪府）



• バーティポートの設定においては、特に市街地部では現時点で多くの課題をクリアする必要があることや、機体の技術開発
の動向も不透明な部分が多いことから、実現性を考慮し、左表に記載の観点で右図の運航ルートを設定。
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運航ルートの設定

前提条件 ・各府県最低1ルートを設定する（近畿管内の7府県を対象とする） 
・極力府県間を跨ぐルートを設定する 
・市街地部や拠点空港・地方管理空港については、バーティポート整
備における課題が大きいことから、本調査では離発着地点から除外
する 
（福井エリア、湖南エリア、京都エリア、大阪エリア、神戸エリア、奈良エ
リア、和歌山エリア、関西国際空港、神戸空港、但馬空港を除外） 

エリア 机上調査及び事業者ヒアリング結果で重なったエリアを選定 

ルート 【導入段階（2020年代後半）】
・机上調査及び事業者ヒアリング結果で重なったルートのうち、市街
地部等バーティポートの整備に課題が大きい場所を除いたルートを
選定 
・重なりが出なかった府県については、市街地部等を除くエリアから
事業者ヒアリングで得られたルートを選定 
・機体の技術開発状況を考慮し、航続距離約30km以下のルートを
選定 

【普及段階（2035年以降）】
・導入段階でルート設定が無いエリアで、事業者ヒアリングで具体的
な発言があったルート、もしくは高付加価値旅行者向けのコンテンツ
が多く立地しているなど、机上調査での地域ポテンシャルから選定 
・機体の技術開発状況を考慮し、航続距離約80km以下のルートを
設定 

運航ルート設定の考え方 運航ルート（案）

報告書該当ページ：P29～31



• 運航ルートに関してニーズの高かった関西圏中心部を起点とした複数ルートをもとに収益予測の算出を行う事で、様々な運
航ルートの収益予測に対応できるため、任意のルートとして算出を行った。
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事業可能性の分析①

収益基本構造

項目 設定条件 補足

ビジネスモデル ハブアンドスポーク
×

ポイントトゥポイント

ハブアンドスポークをベースに、各都市を
ダイレクトに結ぶ直⾏便を充実させたネッ

トワーク網

収益予測の時期 バーティハブを中心としたネットワークの
構築が可能な市場規模が形成される時期

左記の市場規模に到達する頃には機体
メーカー各社が現在公表している機体性
能が実現するものと予想。 

航続距離 80km 現在FAAでの型式証明審査にて各種試験
が進んでいる機体の航続距離のレンジが
100kmからとされていることを参照。 

バーティハブ ニーズの高い関西国際空港周辺等の中心
地に1カ所設定

駐機場は4機

バーティポート バーティハブの離着陸数等のポテンシャル
を最大化する前提で4カ所と設定

駐機場は1ポートあたり2機

前提条件

バーティハブ・ポート配置イメージ

報告書該当ページ：P32～39
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事業可能性の分析②
• 「離着陸場事業」と「運航事業」の2軸で、離着陸場が供給できる着陸回数に対して全て利用される（需要が満たされる）状態
にて算出。

＜収益予測結果の概要＞
収支予測結果は下表のとおり

項目 売上（年） 支出（年） 営業利益（年） 営業利益率

バーティハブ 1,627,000,000
円

1,421,670,000
円

205,330,000円
12.6％

バーティポート
（4カ所合計）

1,627,000,000
円

1,370,680,000
円

256,320,000円
15.8％

離着陸場事業
全体

3,254,000,000
円

2,792,350,000
円

461,650,000円
14.2％

運航事業全体 5,857,200,000
円

4,398,790,000
円

1,458,410,000円
24.9％

【損益分岐点分析】
• 離着陸場事業は、着陸回数が最大供給量の85%に低下すると損益分岐点に到

達し、運航事業は、着陸料を14%低下させると同様に損益分岐点に到達する見
込み。

【事業性可能性分析】
• 運航事業は4年で投資回収を完了し、黒字化が進行する見通し。
• 運航事業者ヒアリングからヘリコプターと同程度（利用料500円/km･人）との見

解と照らすとチケット代60,000円/便の設定は、4名で30km以上の利用と同
程度の費用であり、導入期の想定（30km程度）にも適用可能である。

• 離着陸場事業は7年で投資を回収し、固定費負担が軽減する見込み。
• 着陸料（VH:50,000円/回，VP：25,000円/回）は、非公共用ヘリポート（民間

運営）の相場よりも高い設定のため、空飛ぶクルマの社会受容度が向上するに伴
い価格設定や付加価値の提供など検討要素はある。

バーティハブ・ポート配置イメージ

報告書該当ページ：P32～39
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事業可能性の分析③（感度分析）
• 運航便数を変数とした感度分析（※）により採算性や損益分岐点、投資回収期間を検証。

（※）感度分析：収益がどの要素（価格、販売数、コストなど）にどれだけ影響されるかを把握するための分析であり、ここでは離着陸場事業や運航事業の損益分岐点に対してフライト数や
チケット単価の増減がどの程度収益に影響するかを把握するために行ったもの

離着陸事業
• 単価を一定にし、着陸回数を変数とした感度分析より、着陸回数（フライト回数）を最大供給量から15%ほど低下させると損
益分岐点に到達する。

• フライト数（着陸回数）を一定にし、着陸料を変数とした感度分析により、単価を14%ほど低下させると損益分岐点に到達する。

運航事業
• 単価を一定にし、フライト回数を変数とした感度分析より、着陸回数（フライト回数）を最大供給量から25%ほど低下させると
損益分岐点に到達する。

• フライト数（着陸回数）を一定にし、着陸料を変数とした感度分析より、単価を11.5%低下させると損益分岐点に到達する。

＜分析結果＞

報告書該当ページ：P40～41

例：離着陸事業における着陸回数（フライト数）を変数とした感度分析



• 関西における次世代空モビリティビジネスの展望として、関西は世界遺産や温泉等、多種多様な観光コンテンツがあり、近年
高付加価値旅行者に人気の文化ツーリズムにおいても、他地域と比較して観光プランを提案しやすいコンテンツを多く保有
している。

• また、その観光コンテンツが関西地域全域に広がっているため、観光分野における次世代空モビリティの活用が非常に有効
な地域であることから、次世代空モビリティビジネスの展開に適した地域であると言える。 

• 一方で、社会実装の実現に向けては以下のような課題への対応や自治体等との連携を進めていく必要がある。 
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今後の展望

実装に向けた課題と対策

• 次世代モビリティビジネスのポテンシャルを活かすためには、バーティポート設置、空港との連携（関空・伊
丹・神戸など）、充電設備・エネルギー供給の確保などのインフラ整備の推進が不可欠 

• 導入初期はヘリコプター並みのチケット価格で主な利用者は高付加価値旅行者層が中心になるものと想
定され、価格低下には需要拡大と運航効率向上が重要 

• より実装を促進していくためには、空港や飛行場などの既存アセットの活用や、事業者ヒアリングでも多く
上がっていた社会受容性を促進させる観点からも遊覧事業を行うことも有効と考えられる。 

地方自治体との連携や規制対応

• 都市部の飛行ルート確保や離着陸場の整備促進のためには、地方自治体のサポートが不可欠であり社会
受容性を高めるための相互連携した対策が重要。 

• 加えて、空飛ぶクルマの垂直離着陸という移動特性や静音性などを踏まえた航空法の改正と安全基準の
策定も重要な要素であり、大阪・関西万博を契機に、実証実験を積み重ね、規制緩和を促進するなどの支
援が期待される。 

• 社会実装に向けた自治体との連携や取組促進等については、当局が実施している「関西eVTOL社会実装
推進会議」での府県との議論・検討や大阪府の「大阪ラウンドテーブル」、兵庫県の「次世代空モビリティ
ひょうご会議」、和歌山県の「和歌山次世代エアモビリティワーキング」などの各地域での取組が他府県及
び基礎自治体でも広がることが重要である。 

報告書該当ページ：P42
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